
平成２７年度随意契約情報（役務費）住宅まちづくり部
　

契約内容の詳細については各発注課にお問い合わせ下さい。

所属名 グループ名 契約の相手方 契約件名 開始 終了 契約金額(円） 適用条項 随意契約理由

1 住宅経営 施設保全
資産活用グ
ループ

公益社団法人　全国公営住
宅火災共済機構

管理事務費・単独（大阪市移
管分を除く）

20150401 20160331 40,631,584
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

その他公共的団体と直接契約
を締結するため

2 住宅経営 経営管理
管理調整グ
ループ

ＳＭＢＣ日興証券　株式会社
第３９５回大阪府公募公債（１
０年）の発行に係る手数料

20150406 20160331 28,763,208
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特別の目的（資金調達業務）を
有する業務であるため、委託先
（SMBC日興証券株式会社）が
特定されるため

3 住宅経営 経営管理
管理調整グ
ループ

ＳＭＢＣ日興証券　株式会社
第３９６回大阪府公募公債（１
０年）の発行に係る手数料

20150513 20160331 22,834,062
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特別の目的（資金調達業務）を
有する業務であるため、委託先
（SMBC日興証券株式会社）が
特定されるため

4 住宅経営 経営管理
管理調整グ
ループ

ＳＭＢＣ日興証券　株式会社
第１１７回大阪府公募公債（５
年）の発行に係る手数料

20150415 20160331 3,986,928
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特別の目的（資金調達業務）を
有する業務であるため、委託先
（SMBC日興証券株式会社）が
特定されるため

5 建築指導 建築企画 調整グループ

一般財団法人　大阪建築防
災センター
一般財団法人　日本建築総
合試験所

構造計算適合性判定業務手
数料

20150401 20160331 2,132,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

構造計算適合性判定業務が特
定の者でなければ実施すること
ができないものであるため

6 住宅経営 経営管理
収納促進グ
ループ

日本郵便　株式会社　住之江
郵便局

郵便物送付に係る後納料金 20150401 20160331 1,920,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（信書の送付）が特定の者
（日本郵便）でなければ実施す
ることができないものであるた
め

7 住宅経営 施設保全
資産活用グ
ループ

公益社団法人　全国公営住
宅火災共済機構

管理事務費・単独（大阪市移
管分）

20150401 20150731 1,877,536
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

その他公共的団体と直接契約
を締結するため

8 住宅経営 経営管理
収納促進グ
ループ

日本郵便　株式会社　大阪西
郵便局

催告書送付に係る後納料金 20150401 20160331 1,647,288
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務（信書の送付）が特定の者
（日本郵便）でなければ実施す
ることができないものであるた
め

9 住宅経営 施設保全
資産活用グ
ループ

公益社団法人　全国公営住
宅火災共済機構

管理事務費・特公賃（大阪市
移管分以外）

20150401 20160331 1,560,368
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

その他公共的団体と直接契約
を締結するため

10 住宅経営 経営管理
管理調整グ
ループ

株式会社　りそな銀行　大阪
公務部

第３９５回大阪府公募公債（１
０年）の発行に係る手数料

20150406 20160331 1,370,102
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特別の目的（資金調達業務）を
有する業務であるため、委託先
（株式会社りそな銀行）が特定
されるため

11 住宅経営 経営管理
管理調整グ
ループ

株式会社　りそな銀行　大阪
公務部

第３９６回大阪府公募公債（１
０年）の発行に係る手数料

20150513 20160331 1,087,675
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特別の目的（資金調達業務）を
有する業務であるため、委託先
（株式会社りそな銀行）が特定
されるため
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12 住宅経営　 経営管理　
管理調整グ
ループ

ＳＭＢＣ日興証券　株式会社
第４００回大阪府公募公債（１
０年）の発行に係る手数料

20150902 20160331 2,775,006
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特定の目的（資金調達業務）を
有する業務であるため、委託先
（SMBC日興証券株式会社）が
特定されるため

13 住宅経営　 経営管理　
管理調整グ
ループ

ＳＭＢＣ日興証券　株式会社
第１２２回大阪府公募公債（５
年）の発行に係る手数料

20150914 20160331 2,299,968
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特定の目的（資金調達業務）を
有する業務であるため、委託先
（SMBC日興証券株式会社）が
特定されるため

14 住宅経営 経営管理
管理調整グ
ループ

ＳＭＢＣ日興証券　株式会社
第４０１回大阪府公募公債（１
０年）の発行に係る手数料

20151005 20160331 35,651,340
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特別の目的（資金調達業務）を
有する業務であるため、委託先
（SMBC日興証券株式会社）が
特定されるため

15 住宅経営 経営管理
管理調整グ
ループ

株式会社　りそな銀行　大阪
公務部

第４０１回大阪府公募公債（１
０年）の発行に係る手数料

20151005 20160331 1,698,212
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特別の目的（資金調達業務）を
有する業務であるため、委託先
（株式会社りそな銀行）が特定
されるため

16 住宅経営 経営管理
管理調整グ
ループ

ＳＭＢＣ日興証券　株式会社
第４０４回大阪府公募公債（１
０年）の発行

20160106 20160331 25,127,982
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特別の目的（資金調達業務）を
有する業務であるため、委託先
（SMBC日興証券株式会社）が
特定されるため

17 住宅経営 経営管理
管理調整グ
ループ

株式会社　りそな銀行　大阪
公務部

第４０４回大阪府公募公債（１
０年）の発行

20160106 20160331 1,196,943
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特別の目的（資金調達業務）を
有する業務であるため、委託先
（株式会社りそな銀行）が特定
されるため

18 住宅経営 経営管理
管理調整グ
ループ

ＳＭＢＣ日興証券
株式会社

第１２８回大阪府公募公債（５
年）の発行に係る手数料の支
出について

20160314 20160331 20,592,792
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特別の目的(資金調達業務)
を有する業務であるため、委
託先(SMBC日興証券株式会
社)が特定されるため。

19 公共建築 住宅設計
建替事業グ
ループ

社団法人　大阪府建築士事
務所協会
佐野　吉彦

大阪府営新千里北住宅耐震
改修計画策定業務に係る耐
震診断評価手数料

- - 1,200,000
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

業務(耐震診断等判定業務)
が特定の者(指定期日までに
判定可能な指定評価機関)で
なければ実施することができ
ないものであるため。

20 住宅経営 経営管理
管理調整グ
ループ

株式会社　りそな銀行　大阪
公務部

第１２８回大阪府公募公債（５
年）の発行に係る手数料の支
出について

20160314 20160331 1,128,110
地方自治法施行令第１
６７条の２第１項第２号

特別の目的(資金調達業務)
を有する業務であるため、委
託先(株式会社りそな銀行)
が特定されるため

Ｈ２７．４～５月 １１件 円

Ｈ２７．８～９月 ２件 円

住宅まちづくり部（役務費） 107,810,751

5,074,974
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Ｈ２７．１０～１１月 ２件 37,349,552 円

Ｈ２７．１２～Ｈ２８．１月 ２件 26,324,925 円

Ｈ２８．２～３月 3件 22,920,902 円

合計 ２０件 円199,481,104


